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平成２０年

交通事故件数
約７７万件

死亡者数
５，１５５人

負傷者数
約９５万人

ひき逃げ・
無保険車の
事故被害者

平成１９年度

約３千人
ひき逃げ
２，３１０人
無保険
５０７人

事故被害者

保険金支払（対人のみ）

保険契約者
（自動車ユーザー） ユーザー

負担

自動車安全特別会計
（旧自動車損害賠償保障事業特別会計分）

被害者救済対策

介護料支給
療護センター運営など

22,470円
（自家用乗用

24ヶ月）

政
府
再
保
険

累
積
運
用
益

11/20

9/20
※平成１３年
政府再保険
廃止時の累積
運用益を配分事故分析調査など

自動車事故
発生防止対策

自動車事故対策事業の実施
（積立金の運用益で事業を実施する制度）

積立金 2,363億円
（平成２１年度末見込み）

148億円

運用益等 48億円
積立金取崩し 100億円

政府保障事業の実施

保障勘定

賦課金
（保険料の一部）

保障金等
47億円

50円
（自家用乗用

24ヶ月）

再保険金
65億円

自動車事故対策勘定

再保険金の支払い

積立金 205億円
（平成２１年度末見込み）

旧保険料等充当交付金勘定
再保険料収入
（平成13年度
以前分）

※ 累積運用益の１１／２０は、平成１４年度から平成
１９年度までの契約について保険料等充当交付金
としてユーザーに還元

※ 平成２０年度より保障勘定に統合

自動車安全特別会計（旧自動車損害賠償保障事業特別会計分）の概要 （平成２１年度予算ベース）



(１) 独立行政法人自動車事故対策機構に対する助成

平成19年度
予算額

平成19年度
決算額

平成20年度
予算額
(a)

平成21年度
予算額
(b)

予算額の
増減額
(b-a)

増減率
（％）

◇自動車事故対策費補助金 3,131,525 2,893,491 3,118,355 3,124,625 6,270

①自動車事故による重度後遺障害者に対して介護料を支給する。 ○介護料支給 3,049,893 2,868,896 3,036,723 3,042,993 6,270

②
自動車事故による重度後遺障害者に対して短期入院費を助成す
る。

○短期入院費助成 75,000 24,595 75,000 75,000 0

③
交通遺児等の子弟に対する貸付金債権のうち、回収不能債権を
補填する。

－ 6,632 0 6,632 6,632 0

◇独立行政法人自動車事故対策機構施設整備費補助金（※） 510,000 367,500 486,800 455,860 △ 30,940

【○東北療護センターＲＩ（核医学画像診断装置）更新】
【○中部療護センターＭＲＩ（磁気共鳴断層撮影装置）更新】 510,000 367,500 486,800 455,860 △ 30,940

◇独立行政法人自動車事故対策機構運営費交付金 8,428,659 8,428,659 8,105,149 7,819,274 △ 285,875

①
自動車事故による重度後遺障害者に適切な治療と看護を行う療護セ
ンターの運営を行う。

○療護センターの運営

②交通遺児等に対する育成資金の貸付け等を行う。 ○交通遺児等貸付

③運行管理者等の指導講習及び運転者の適性診断を実施する。
○指導講習
○適性診断

④
自動車アセスメント等の事故発生防止及び被害者保護に関する調査・
研究を行う。

○自動車アセスメント

12,070,184 11,689,650 11,710,304 11,399,759 △ 310,545 △ 2.7

自動車事故による重度後遺障害者に適切な治療と看護を行う療護セン
ターの施設を整備する。（※）

8,428,659 8,105,1498,428,659

小　　　　　計

自動車安全特別会計(旧：自動車損害賠償保障事業特別会計)における自動車事故対策事業について

 （※）平成19年度決算額の「367,500」千円は、次年度へ繰り越しを行い、平成20年6月に支出したものである。

7,819,274

0.2

△ 6.4

△ 3.5

補助対象事業の内容(平成21年度)

△ 285,875

（単位：千円）
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(２) 自動車事故対策費補助金

　○被害者保護増進対策

平成19年度
予算額

平成19年度
決算額

平成20年度
予算額
(a)

平成21年度
予算額
(b)

予算額の
増減額
(b-a)

増減率
（％）

☆ 440,000 299,227 329,000 302,000 △ 27,000

○①自動車事故被害者の救済を図るため、救急病院に対する救急医
療設備の整備に要する経費の一部を補助する。
（医療機関）

○救急医療機器整備事業 290,000 261,202 229,000 229,000 0

②自動車事故被害者の救済を図るため、在宅の重度後遺障害者の
短期入院を受け入れる病院に対する受入れ体制の整備に要する
経費の一部を補助する。
（医療機関）

○短期入院協力事業 150,000 38,025 100,000 73,000 △ 27,000

☆

○

☆

○

☆

○

☆

○

☆

○

（単位：千円）

補助対象事業の内容(平成21年度)

自動車事故医療体制整備事業

△ 8.2

高等学校交通遺児授業料減免事業

○高等学校交通遺児授業料減免事業 78,000 52,491

高等学校等に在学する交通遺児等で経済的理由により修学が困難
な者に対して、高等学校等の設置者が行う授業料の減免について援
助事業を行う都道府県に対し、当該事業に要する経費の一部を補助
する。
（都道府県）

70,000 60,000 △ 10,000 △ 14.3

自動車事故救急法普及事業

○自動車事故救急法普及事業 27,000 27,000

自動車事故現場において、負傷者に対して迅速、かつ、適切な応急
処置を行うために必要な救急法の知識と技術の普及を図るため、自
動車運転者等に対して行う交通事故救急法講習事業に要する経費
の一部を補助する。
（自動車事故救急法普及事業を行う者）

16,000 10,000 △ 6,000 △ 37.5

「紛争処理機関」が行う紛争処理業務

○紛争処理業務 140,000 140,000
自賠責の保険金の支払に関する紛争が発生した場合に、公正中立で
専門的な知見を有する第三者機関たる自賠法の指定紛争処理機関
が行う紛争処理業務に要する経費の一部を補助する。
（（財）自賠責保険・共済紛争処理機構）

150,000 150,000 0 0.0

自動車事故相談及び示談あっ旋事業 ○事故相談事業
○示談あっ旋事業
○電話相談事業
○相談員等研修事業
○高次脳機能障害相談事業

570,000 570,000
自動車事故に係る損害賠償問題について、弁護士が相談に応じ、必
要な指導及び示談のあっ旋を行う事業等に要する経費の一部を補助
する。
（（財）日弁連交通事故相談センター）

570,000 570,000 0 0.0

交通遺児育成基金事業

○交通遺児育成基金事業 149,000 113,887
交通遺児に対して、その育成のための資金を長期にわたり安定的に
給付する事業に要する経費の一部を補助する。
（（財）交通遺児育成基金）

147,000 145,500 △ 1,500 △ 1.0
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☆

○

1,404,000 1,202,605 1,282,000 1,275,000 △ 7,000 △ 0.5

無保険車防止対策事業

【○無保険車防止対策事業】 0 0

自賠責保険の無保険車の発生を防止することによる被害者の保護の
増進を図るため、自動車運転者等に対して自賠責制度の役割、重要
性の周知・啓発等の無保険車防止対策事業に要する経費の一部を
補助する。
（無保険車防止対策事業を行う者）

0 37,500 37,500 -

小　　　　　計
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　○自動車事故発生防止対策

平成19年度
予算額

平成19年度
決算額

平成20年度
予算額
(a)

平成21年度
予算額
(b)

予算額の
増減額
(b-a)

増減率
（％）

☆ 1,767,500 1,479,146 1,714,500 1,668,850 △ 45,650

○オムニバスタウン整備総合対策事業
○交通システム対策事業
○個別対策事業
○調査事業、実証実験・実証運行事業

1,355,000 1,307,821 1,302,000 1,302,000 0

○先進安全自動車（ＡＳＶ）普及促進対
　 策事業

412,500 171,325 412,500 366,850 △ 45,650

☆
○

☆

○

☆

○

☆

○

（単位：千円）

補助対象事業の内容(平成21年度)

自動車運送事業の安全・円滑化等総合対策事業

△ 2.7

○自動車事故を防止し、安全な自動車交通の実現を図るため、車両点
検・整備講習等の自動車事故防止対策と合わせて行われるバス等公
共交通機関の利用促進、トラック輸送の効率化、ＡＳＶの普及等の自
動車運送事業の安全・円滑化に資する施策について必要な施設整備
等に要する経費の一部を補助する。
（自動車運送事業者等）

自動車事故防止事業 ○安全運転研修事業（安全運転管理
   指導者講習）
○安全運転研修事業（安全運転管理
   指導者実技研修（四輪車））
○安全運転研修事業（若年者講習・実
   技研修（普通車・二輪車））
○交通安全教育広報事業
○自賠責制度普及啓発事業
○自動車事故防止対策調査研究事業
○自動車事故分析事業

171,000 171,000

自動車事故を防止するため、安全運転研修事業、交通安全教育広報
事業、自賠責制度普及啓発事業、自動車事故防止対策調査研究事
業、自動車事故分析事業に要する経費の一部を補助する。
（自動車事故防止事業を行う者）

166,000 0 △ 166,000 △ 100.0

安全運転推進事業

【○安全運転推進事業】 0 0

自動車事故を防止するため、自動車運転者等に対して安全運転に関
する知識及び技術の向上を図る研修等を行う安全運転推進事業に
要する経費の一部を補助する。
（安全運転推進事業を行う者）

0 65,000 65,000 -

交通安全教育普及事業

【○交通安全教育普及事業】 0 0

自動車事故を防止するため、地方公共団体が高等学校の生徒等に
対して行う交通安全教育に係る講習会、交通安全に関する理解と認
識の向上を図るための広報活動等の交通安全教育普及事業に要す
る経費の一部を補助する。
（交通安全教育普及事業を行う者）

0 20,000 20,000 -

自動車事故分析事業

○自動車事故分析事業
（50,000）
※自動車事故防
止事業の内数

（50,000）
※自動車事故防
止事業の内数

自動車事故を防止するため、自動車事故防止対策を的確、かつ、効
果的に実施するために不可欠な自動車事故の要因・傾向の詳細な調
査・分析等を行う自動車事故分析事業に要する経費の一部を補助す
る。
（自動車事故分析事業を行う者）
　※20年度までは自動車事故防止事業の中で実施。

（45,000）
※自動車事故防
止事業の内数

30,000 △ 15,000 -
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☆

○

☆
○

☆
○

1,984,500 1,696,146 1,954,500 1,855,850 △ 98,650 △ 5.0

15,458,684 14,588,401 14,946,804 14,530,609 △ 416,195 △ 2.8

トラック事業の安全対策リーディングモデル創出事業

○トラック事業の安全対策リーディン
    グモデル創出事業

0 0

トラック事業者における安全対策の強化・充実を図り、自動車事故を
防止するため、中小トラック事業者間のアライアンスによる安全情報
の共有・最新化、荷主とのパートナーシップによる安全運行体制の確
立等の先進的な安全対策事業に要する経費の一部を補助する。
（貨物自動車運送事業者等）

30,000 0 △ 30,000 △ 100.0

32,000 -

貨物自動車の安全対策普及事業

【○貨物自動車安全対策普及事業】 0 0
トラック事業における安全対策の強化・充実を図り、自動車事故を防
止するため、荷主との連携による安全対策事業に要する経費の一部
を補助する。
（貨物自動車運送事業者等）

46,000
自動車事故を防止するため、タクシー業務適正化特別措置法に基づ
く指定地域内において、タクシー運転者等に対する安全運転指導事
業に要する経費の一部を補助する。
（運転者安全運転指導事業を行う者）

0 32,000

小　　　　　計

合　　　　　計

 （注１）補助対象事業の内訳のうち【　】が付されているものは、平成21年度新たに予算措置する予定のもの。
 （注２）自動車事故対策費補助金の予算額は、平成19年度 6,520,025千円、平成20年度 6,354,855千円、平成21年度 6,255,475千円である。

44,000 40,000 △ 4,000 △ 9.1

運転者安全運転指導事業

○運転者安全運転指導事業 46,000
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(１) 独立行政法人自動車事故対策機構に対する助成

補助対象事業者

【実績額】

・独立行政法人自動車事故対策機構
★介護料、施設整備費及び運営費等を補助し、独立行政法人自動車事故対策機構法に基づく業務を確実、効率的かつ効果的に
実施することにより、自動車事故の防止及び被害者保護の増進を図る。

【11,322,150千円】
○自動車事故による重度後遺障害者に対する介護料を4,445人（前年度比3.1％増）に支給するとともに、介護相談及び「ほほえみ」
による情報提供を実施。

○自動車事故による重度後遺障害者の短期入院費を547人（前年度比24.0％増）に助成。

○東北療護センターにおいて医療機器（MEG）を更新。（※）

○ 千葉、東北、岡山及び中部の各療護センターをそれぞれ民間法人に委託して運営。また、北海道地区及び九州地区において一
般病院に療護施設機能の一部について委託を行い、平成19年12月に患者の受入を開始。

○交通遺児等貸付を759人に対して行うとともに、被害者家族の精神的支援のため、「友の会だより」（5,000部）を発行し、「友の会
の集い」等（参加者1,988人）を実施。

○運行管理者等の指導講習を実施し、128,204人（前年度比15.0％増）が受講。

○運転者の適性診断を実施し、435,463人（前年度比6.8％増）が受診。

○自動車アセスメントを15車種の自動車及び12機種のチャイルドシートについて実施し、情報提供を実施。

平成１９年度 自動車損害賠償保障事業特別会計自動車事故対策事業の内容

○実績額 11,322,150千円の内
訳
・自動車事故対策費補助金
　  2,893,491千円
・自動車事故対策機構運営費
交付金
　　8,428,659千円

（※）自動車事故対策機構施設
整備費補助金（367,500千円）は
工期延長により平成20年度に
支出している。

備　　　考補助対象事業の内容（概要）

参　考
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(２) 自動車事故対策費補助金

　○被害者保護増進対策

補助対象事業者

【実績額】

・医療機関

【299,227千円】

・都道府県

【52,491千円】

・(社)日本交通福祉協会

【27,000千円】

・(財)自賠責保険・共済紛争処理機構

　【140,000千円】

・(財)日弁連交通事故相談センター

【570,000千円】

・(財)交通遺児育成基金

【113,887千円】

補助対象事業の内容（概要） 備　　　考

★
○

★

○

○

自動車事故被害者の救済を図るため、救急病院に対する救急医療設備の整備に要する経費の一部を補助する。
救急医療機関数　11病院
小樽掖済会病院（北海道）、諏訪湖畔病院（長野）、富山県厚生連高岡病院（富山）、市立輪島病院（石川）、紀和病院（和歌山）、
井原市民病院（岡山）、岡山済生会総合病院（岡山）、土佐市民病院（高知）、聖マリア病院（福岡）、多良木病院（熊本）
主な補助対象医療機器（ＭＲＩ、ＣＴ、Ｘ線ＴＶ装置など）
自動車事故被害者の救済を図るため、在宅の重度後遺障害者の短期入院を受け入れる病院に対する受入れ体制の整備に要す
る経費の一部を補助する。
短期入院医療機関数　12病院
茨城県厚生連土浦協同病院（茨城）、木村病院（東京）、芳珠記念病院（石川）、大阪府済生会中津病院（大阪）、紀和病院（和歌
山）、西大和リハビリテーション病院（奈良）、昭和病院（山口）、松山リハビリテーション病院（愛媛）、伊予病院（愛媛）、細木病院
（高知）、友愛病院（福岡）、朝日野総合病院（熊本）
主な補助対象装置（特殊浴槽、電動ベッドなど）

★

○

高等学校等に在学する交通遺児等で経済的理由により修学が困難な者に対して、高等学校等の設置者が行う授業料の減免に
ついて援助事業を行う都道府県に対し、当該事業に要する経費の一部を補助する。
対象者　46都道府県885人。

★

○
○
○
○
○

自動車事故による負傷者救済に係る救急法知識と技術の普及を図るため、自動車運転者等に対して行う救急法講習会、救急法
の普及啓発事業等に要する経費の一部を補助する。
普通救急法講習会50回　受講者3,264名。
高齢者救急法講習会40回　受講者1,006名。
上級救急法講習会11回　受講者310名。
救急法普及啓発事業237回   参加者1,526名。
障害者救急法普及活動8回　参加者795名。

★

○
○

自賠責の保険金の支払に関する紛争が発生した場合に、公正中立で専門的な知見を有する第三者機関たる紛争処理機関が行
う紛争処理業務に要する経費の一部を補助する。
申請件数728件、前年度比15.2％増（内訳：有無責等132件、後遺障害596件）。
審査件数656件、前年度比17.4％増（内訳：有無責等113件、後遺障害543件）。

★

○
○
○
○
○

自動車事故に係る損害賠償問題について、弁護士が相談に応じ、必要な指導及び示談のあっ旋を行う事業等に要する経費の一
部を補助する。
事故相談件数は34,780件で、前年度比0.3％減。
示談あっ旋件数2,520件で、前年度比3.5％増。示談あっ旋成立率83.5％。
電話相談件数1,248件で、前年度比2.3％減。
高次脳機能障害相談件数87件、前年度比13％増。
相談員等研修事業受講者数96名。

★
○
交通遺児に対して、その育成のための資金を長期にわたり安定的に給付する事業に要する経費の一部を補助する。
交通遺児の新規加入者数は73名。（19年度末現在の加入者総数は1,419名）
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　○自動車事故発生防止対策

・自動車運送事業者等

【1,479,146千円】

・(財)全日本交通安全協会

【10,000千円】

・自動車安全運転センター

【111,000千円】

・(財)交通事故総合分析センター

【50,000千円】

・(財)東京タクシーセンター

【30,000千円】

・(財)大阪タクシーセンター

【16,000千円】

★

○

○

○

○

○

安全運転指導等の自動車事故防止対策と合わせて実施するバス等公共交通機関の利用促進、トラック輸送の効率化、ＡＳＶの
普及等の自動車運送事業の安全・円滑化に資する施策について、必要な機器・設備整備費等の一部を補助する。
オムニバスタウン整備総合対策事業
オムニバスタウン計画を策定し、これに基づいて事業を実施する場合、必要な調査、施設整備等事業全体に対する補助。
 （8事業者へ事業費の1/3を補助）
交通システム対策事業
バスロケーションシステム、パーク＆バスライド、日本型ＢＲＴ等の整備に対する補助。
 （9事業者へ事業費の1/4を補助）
個別対策事業
PTPS車載機等の整備等に対する補助。
 （27事業者へ事業費の1/5を補助）
調査事業、実証実験・実証運行事業
上記事業の一部及び路線再編等に係る調査、実証実験・実証運行に対する補助。
 （39事業者へ事業費の1/2を補助）
先進安全自動車（ＡＳＶ）普及促進対策事業
事業用大型貨物自動車の衝突被害軽減ブレーキの導入に対する補助。
 （250事業者へ事業費の1/2を補助）

★

○

○

○

安全運転管理指導者の養成、自動車の運転者、学童及び園児に対する交通安全教育及び広報活動を行い、もって交通安全に
関する理解と認識を高めるために安全運転管理指導者講習等に要する一部を補助する。
安全運転管理者制度の推進を図り、安全運転管理者の管理能力を高めるための指導者を養成する目的として、年3回（2日間）
の講習会を実施。受講者340名。
地域・職域において、高度な交通安全知識、安全運転技能及び指導力を兼ね備えた指導者（講習担当の講師等）を養成すること
を目的として、年2回（5日間）の研修を実施。受講者83名。
幼稚園児及び小学校児童を対象として、交通安全思想の教育・普及を実施。また、運転者及び歩行者等への交通安全思想の啓
発普及を実施。（フレンド教材ニュース135,000部、学校安全ニュース104,600部、交通安全ニュース160,000部、交通安全フォト
ニュース10,000部）

★

○
○
○
○

自動車安全運転センターが行う自賠責制度普及啓発事業、自動車事故の発生の防止に関する調査研究事業及び安全運転中央
研修所研修事業（青少年）等に要する経費の一部を補助する。
自賠責制度普及啓発はがき発送1,165,826枚。
自動車側から見た自転車の通行方法の特性等から生じる対自転車事故の回避に関する調査研究。
トレーラーの運転特性と安全な運転に必要な技能に関する調査研究。
若者の事故に多くみられる「無理な運転」を抑制するために運転の基本を学習させる安全運転中央研修所研修　受講者3,338
名。

★

○

自動車事故の発生を未然に防止するため、(財)大阪タクシーセンターが行う、安全運転指導事業に要する経費の一部を
補助する。
安全運転指導事業　延べ8,984地区　合計105,889件実施。

★
○
○

交通事故防止対策の的確、かつ、効果的な実施に必要不可欠な総合的事故分析事業に要する経費の一部を補助する。
「交通事故統合データベース」をもとにした、運転者、道路・交通環境、自動車の観点からの総合的な統計的マクロ分析を実施。
つくば地区（つくば市、土浦市及びその周辺地区）における死亡・重傷事故等の重大事故を中心とする人、道路・交通環境、車
両、乗員傷害、救急等について現地調査等（交通事故例（ミクロ）調査266件）を実施。

★

○

自動車事故の発生を未然に防止するため、(財)東京タクシーセンターが行う、安全運転指導事業に要する経費の一部を
補助する。
安全運転指導事業　延べ6,378地区　合計4,136,782件実施。
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